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 . 序 論
｢環境経済学の父｣ と呼ばれた    クネーゼ (               －    ) は    年代を
中心に, 水質管理の経済学的分析に取り組み,   年代以降は物質収支 (             ) の
研究にその軸足を移していった｡   年代は, 後に触れるように, エコロジー・エントロピー経
済学と呼ばれる分野が存在感を高めつつあった時期であり, クネーゼの物質収支アプローチも
そのひとつとしてこれまで多くの文献で紹介されてきた (                                                  ；岡     ；    ；工藤     ；    ；寺西     など)｡ この
ような論じられ方は, 何ら誤ったものではなく, むしろ環境経済学におけるクネーゼの知名度
を高めるうえで大きな役割を果たした｡ しかし, クネーゼがそれらの文献の中で,   年代前後
に現れたエコロジー・エントロピー経済学における同時代の代表的議論, 例えば      









に据えることを可能にしたこと｣, ｢第二には, それによって, 人間の経済活動が, 生態系を含
む自然システムとの独自な連関構造の中で基本的な制約を受けざるを得ない存在であることが






西 林 勝 吾
ず, 廃物や廃熱の処理・浄化面でも生態系の強い制約下にあることが示される｣ (工藤     ,    )｡ 岡 (    ) では, ｢物質とエネルギーの保存則に基づいて, 生産・消費が廃物・廃熱
を常に生み出し続ける過程であることに着目し, 経済過程における物質とエネルギーの収支を

















どを供給する機能と, 生産, 消費活動によって生じる廃棄物を処理・吸収する機能を持つ｡ こ
れらの機能を (特に, 人間社会にとって損害とならないように) 維持し, 共有資源の質を一定
以上に保つための政策目標が環境基準となる｡ 共有資源の質を保つためには, 共有資源をめぐ
る物質の流れ (          ) が把握され, 管理されていなければならない｡ 共有資源をめ
ぐる物質の流れとは, 大きく分けて, 天然資源の取得として経済過程に流出するものと, 経済
過程で生じた廃棄物として共有資源に流入するものの２種類である｡ 環境基準の達成とは, こ
の２種類のマテリアル・フローを共有資源に本来備わっている容量 (環境容量) を超えないよ
うに管理することと同義である１)｡ すなわち,           (    ) で議論されているように,
環境基準を課徴金によって最小費用で達成するというコンセプトは, 共有資源をめぐるマテリ
アル・フローを制約条件とした最適化問題である２)｡ このように, 環境基準の導出とその最小
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１) すなわち, 第一に, 天然資源や生態系サービスの再生スピードを超えてそれらを取得しないこと,
第二に, 廃棄物や汚染物質の処理・吸収能力を超えて廃棄を行なわないことである｡
２)           (    ) の３章では, 共有資源をめぐるマテリアル・フローを制約条件とした最適化
費用での達成の際にマテリアル・フローを導入することが物質収支アプローチの核の一つであ














系立てて論じることが可能となるからである｡ 言い換えれば, カップの議論を触媒として, ク
ネーゼの物質収支アプローチの構造を浮かび上がらせることができるということである｡ した
がって本稿では, クネーゼが    年代を中心に取り組んだ物質収支アプローチを, カップの社
会的費用論を支えていた思想的背景 (実質的合理性, 累積的因果関係, 最小許容限度) の観点




題 (以下, 環境破壊) は, 周知の通り, 主流派経済学において外部不経済として認識されてき
た｡ 外部不経済をめぐる議論は, それを提起したピグーの 『厚生経済学』 (         ) に
    クネーゼの物質収支アプローチ    
問題が, 数式モデルによって示されている｡
３) 西林 (    ) では, クネーゼの水質管理論を, カップ, コースの議論との比較を通じて環境経済学
の系譜に位置づけようとした｡ 本稿では, カップとの比較を通じて, 先行研究で明らかにされてこな
かった物質収支アプローチの全体像を明らかにすることを意味している｡ 西林 (    ) では, カップ
の社会的費用論を比較対象として用いる際, その背景にある思想までさほど踏み込まずに, 社会的費






のものを批判する立場, あるいは, あくまで外部不経済の枠組みに軸足を置きつつ, それを現
実の課題に対しより有効性を発揮できるよう修正・拡張しようとする立場の２つに大きく分か
れていた｡例えば,前者に関してはカップの社会的費用論 (         ), コースの取引費用に
よる問題提起 (          ), 一方で後者に関してはクネーゼの水質管理論 (                               ) がその代表例として挙がってくる４)｡
外部不経済を中心とした経済学における環境破壊の議論は,     年前後を境に新たな局面を
迎える｡ すなわち, 生態学や熱力学 (第一法則 (エネルギー保存の法則) と第二法則 (エント
ロピー増大の法則)) の観点から環境破壊の経済学的議論を問い直すエコロジー・エントロピ
ー経済学という, 素材面の分析を最重要視した分野の出現である｡     年に    ボールディ
ングが, 当時クネーゼが研究員を務めていた未来資源研究所 (                         ) で ｢来るべき宇宙船地球号の経済学｣ (           ) という論考を発表したことが
その端緒となった｡ ボールディングは, 従来の経済が ｢広大無辺な平原｣ で経済活動の再現の
ない拡大が想定されていた ｢開いた経済｣, つまり ｢カウボーイ型経済｣ であったが, 経済規
模が拡大を遂げつつある今日の経済においては, 生産要素としての自然資源の取得も, 汚染物










マッハーは主著 ｢スモール・イズ・ビューティフル｣ の中で, 経済システムが生態系システム
と表裏一体であることを認識し,   世紀から引き継がれてきた唯物主義による大量生産志向と
決別し, 生態系法則を重視し地域資源を有効に活用しながら, 機械による人間の奴隷化ではな
立教経済学研究 第  巻 第４号     年   
４) カップ, コースによるそれぞれの外部不経済論批判, またそれらとクネーゼの水質管理論の関係は
西林 (    ) を参照｡
く, あくまで人間性の尊重を可能にする市民による生産体制, ｢中間技術｣ の確立の重要性を
説いた (               )｡ また日本でも, 玉野井芳郎が生産・消費のみを分析対象とする
伝統的な ｢狭義の経済学｣ ではなく, 経済過程を自然生態系システムの物質代謝の過程として
捉える ｢広義の経済学｣ として, 経済学を再構築する重要性を主張した (玉野井,     )５)｡
以上のように, エコロジー・エントロピー経済学は生態学・熱力学という自然法則の枠組み
から経済学のあり方そのものを問い直すということをその目的としていた｡ この一連の系譜に






前述の通り, クネーゼの物質収支アプローチは, 物質とエネルギー保存の観点から, 廃棄過








いわゆる ｢ピグー的伝統 (              )｣ による ｢ピグー税 (            ) や
｢コース的伝統 (              )｣ による ｢コースの定理 (            )｣ によるフ
ァースト・ベストでの経済学的効率性の達成を諦める｡ そして, 自然科学的知見に基づいて設




これら個別の議論の詳細な中身については, 先行研究 (                                                  ；岡     ；    ；工藤     ；    ；寺西     など) に譲る｡
６) 後にボーモル＝オーツ税として理論化された (                  )｡
望ましい制度として, ルール川水利組合をモデルとしたコモンズ的管理が示された (西林     ；    )｡ この  年代の研究を土台として  年代に取り組んだ物質収支アプローチの狙いは, 経
済学的効率性の代替的な政策目標である環境基準を, 経済学の枠組みでどのように議論するか,
ということである｡ すなわち, 共有資源管理の問題を, 共有資源の質を維持するマテリアル・
フローを制約条件とした最適化問題として議論しようとした｡ クネーゼも指摘するように, 従






クネーゼの物質収支アプローチは, 三つの次元を持つ (                  )｡ 第一に,
ミクロ分析 (          ) である｡ ミクロ分析とは, 個別産業のマテリアル・フロー分
析によって, 通常の生産工程から, 廃棄物の発生を減少させる生産工程, 具体的には廃棄物の
再循環 (          ), 再利用 (     ), 有用副産物 (           ) の生産を組み込んだ生
産工程に変化を促す政策研究である｡ クネーゼが物質収支アプローチの研究に進む契機となっ
た甜菜糖産業のマテリアル・フロー分析 (                ) を筆頭に, 製紙, 石油精製,
鉄鋼, 自動車, 電気産業が事例研究として取り上げられている (                  )｡
第二に, 地域分析 (             ) である｡ 地域分析とは, 前述のミクロ分析を総合




選択 (             ) の問題が含まれる｡ 集合的選択では, 効率性, 衡平性 (     ), 公
平性 (       ) の観点から望ましい共有資源の管理を実現する政策目標, 政策手段, 政策主
体のあり方が議論される７)｡
第三に, マクロ分析 (           ) である｡ マクロ分析はあくまで試験的な取り組み
であり, 輸出入を含めた一国全体のマテリアル・フロー分析を, アメリカを事例として行なっ
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７) 共有資源管理をめぐる集合的選択, およびその効率性, 衡平性, 公平性について, クネーゼは    
年代以降中心的な研究テーマとして扱っている｡ この内容については, 本稿の範囲を超えるため, 改
めて別稿で議論する｡










地域 [       ] という言葉の意味は, グローバル [     ] とは異なる｡ 国家, 州, 都
市などの行政区を表現するのに適した言葉よりむしろ, 地域という言葉を使う必要がある｡
なぜなら, 物質・エネルギーの廃棄, 排出による環境の質の変化は, 政治システムの境界線




はなく, 共有資源の素材面における特性などの自然条件によって規定される ｢地域｣ の問題と
なる｡ したがって, 物質収支アプローチにおいて, 地域分析が最も重要となる｡
地域分析の理論的枠組みの基礎は,           (    ) においてほぼ完成しているといっ
てよい｡ 次節では,           (    ) を中心に, 物質収支アプローチの中核であった地域
分析の議論を, 詳細に追っていく｡ . 物質収支アプローチにおける地域分析





よって規定される経済活動) と後半部分 (物質収支と環境基準の関係) で項を改め, 議論する｡
    クネーゼの物質収支アプローチ    
１. 経済活動を規定する環境容量            (    ) で甜菜糖産業を事例として登場したマテリアル・フローの分析は,          (    ) で, より一般的に拡張される形で展開された｡           (    ) は,
クネーゼの研究成果の中で代表的なものの一つである｡ この研究では, まず従来の外部不経済
論に対する批判があり, それを踏まえた代替的な議論として物質収支アプローチが論じられて
いる｡          (    ) の議論は, 従来の経済学が環境汚染問題の源泉である廃棄物 (固形物
だけでなく廃ガス, 廃水も含む) を例外的で瑣末な問題として扱ってきた点を批判することか
ら始まる｡ クネーゼらは以下のように述べる｡
本書の主要命題は, 少なくとも一つの部類の外部性, つまり, 現代の消費・生産活動から
生じる廃棄物の処理に関する外部性が, 今までと全然違うものとして見なさなければならな
い, ということである｡ 実際には, それらの外部性は生産・消費過程において, 正常
[      ] で不可避 [       ] な部分なのである８) (                  )９)｡
主流派経済学が汚染問題を例外的で瑣末な事象として扱ってきたことによる具体的な弊害は
何か｡ クネーゼらは以下のように述べる｡
標準的な経済学の配分理論は, 事実上, サービスに関連する｡ 物質的な実体はサービスを
運ぶ単なる媒介物に過ぎないのであり, それら [物質的な実体] が交換されるのは, それら
[物質的な実体] を使用することによるサービスを消費者が選好するから, あるいはそれら
が [物質的な実体] が生産工程において価値を付加することに役立つからである｡ しかし,
われわれは, 燃料, 原料, 最終製品のような物質的な実体が何か空虚の中へ消滅してしまう
かのように, 財の ｢最終消費｣ に言及することに固執している (                  )｡
主流派経済学は財・サービスの配分問題を扱う学問であることは周知の通りだが, それはあ
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(        ,     訳   ), ｢新古典派の価値論の主流は依然としてかような損失 [社会的費用] を
偶発的・例外的な事件或いは些細な攪乱とみなしていた｣ (        ,      訳    ) と述べてい
る｡ カップとこのような問題意識を共有していたことはクネーゼ自身が          (    ) で述
べている (              ,    )｡
９) 本稿で          (    ) を引用する際, 必ずしも邦訳文献に従っていない｡
くまで抽象的な記号としての ｢財・サービス｣ を分析対象としてきたのであり, ｢財・サービ
ス｣ の素材面には全く関心を払ってこなかった, という指摘である｡ だからこそ, 経済理論の
範疇では抽象的な記号としての ｢財・サービス｣ は消費された瞬間 ｢空虚の中へ消滅｣ するの









する機能を担う水, 大気, 土壌などの環境媒体 (                ) が, 排出される廃
棄物量に対して十分な容量を持っている限りにおいては, 廃棄過程を経済学の分析対象に含め
る必然性は特になかった｡ このことは環境媒体が自由財 (         ) として存在していたこ
とを意味する｡
空気や水というのは, 経済学者が気に入っていた ｢自由財｣ (量が豊富なため, 潜在的な
消費者を含むすべての消費者にとっての限界価値がゼロである財) の例である｡ このことが
実際にほぼ真実であったということは, 市場の効率性について伝統的な経済学が理論化する
ことにとって, 歴史的な幸運であった｡ これら二つの環境媒体は, 物質収支の観点がきわめ
て明確に示しているように, 生産・消費活動によって不可避的に生じる廃棄物の大部分にと
って ｢無限のはきだめ [        ]｣ の機能を果たしていた (                   )｡
しかし, 経済規模の発展に比例し廃棄物量が環境媒体に対し相対的に増加してくると, 経済
学における廃棄物の捉え方は, 不正確となる｡ 環境媒体が自由財である限りは, 廃棄物一単位
の排出による社会的限界費用, つまり外部不経済は生じない｡ だが, 環境媒体の容量が相対的
に不十分になってくれば, 廃棄物の放出は混雑現象 (         ) をもたらし (つまり廃棄物
を環境媒体に放出による社会的限界費用が正), 環境媒体は自由財ではなく, 共有資源とな
る  )｡ 環境媒体が ｢有限｣ な共有資源となった以上, 廃棄物を ｢消費の過程で完全に破壊され｣,
｢空間の中に消滅してしまう｣ と想定することは不可能となる｡ したがって, 経済活動の必然
    クネーゼの物質収支アプローチ    
  ) 水や空気に対するこの見方 (非排除性は持つが, 非競合性は持たない財と見なす見方) は,       





上記の通り, 物質収支アプローチは, 第一に, 廃棄物の発生を必然的で重要な現象として捉




なければ, 環境媒体の浄化能力の劣化とともに外部不経済は ｢累積的に (非線形的に)｣ 増大
していき, 社会にとって致命的なダメージとなり得るからである｡ したがって, 物質収支アプ
ローチは, 経済活動が環境容量に規定されるという見方を, 経済学に提起しているのである｡
２. 物質収支と環境基準
では ｢十分な｣ 環境容量をどのように維持するか｡ ｢十分な｣ 環境容量の確保は, 汚染を浄
化し生態系システムを維持する環境媒体の本来有する機能が, 廃棄物による汚染の規模を上回
って発揮される状態を保持することが条件となる｡ 環境媒体の機能を維持・改善する環境政策
として, 環境基準 (                     ) を設定することが重要な役割を担う｡ 言うま
でもなく, 環境基準とは科学的知見によって裏付けられた, 維持されるべき政策目標である｡




また, その地域の環境媒体に対し, どの経済活動 (経済主体) の, どの廃棄物の放出が, どの
程度ダメージを与えているかという情報が得られなければ, 最適な (環境基準を最小費用で達





本来の目的は次の二点である｡ 第一に, ｢廃棄物を発生させる最も重要な活動と, 最も一般的
な廃棄物を含む, 地域のマテリアル・フローを, なるべく完全に計算すること｣ である (                    )｡ 第二に, ｢関連する自然システム, 特に気象学的, 水文学的, および生
態学的サブシステムを数学的にシミュレート｣ し, ｢廃棄物の集中の時間的, 空間的パターン
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を……確率的に計算し得るような方法｣ や, ｢経済発展および人口変化の割合やパターンの変
化に応じ, また経済と人口の立地条件に応じて環境に課される廃棄物の発生量と廃棄物による
負荷を予測する方法｣ を基礎にして, たとえ完全ではなくても, 最適化問題の制約条件となる





て吟味されてはいる｡ しかし, その基準が客観的に正しいと言い切ることはできない, とクネ
ーゼらは主張する｡ なぜなら, 環境基準の設定は, ｢環境のどのような属性に, 人々が価値を
おくか, また, 将来これらの価値における変化を支配する要因は何か｣ という ｢経済学と社会
心理学の本来の関心領域｣ に踏み込まざるを得ないからである  ) (                    )｡
環境基準は, 環境媒体が本来持つ機能を正常に維持するという観点から設定されるべきもので
あった｡ 環境基準の設定にあたり, ｢環境媒体が本来持つ機能｣ あるいは ｢一定の環境容量｣
を評価しようとする際, その評価の範囲をどのように限定すべきか｡ ｢環境媒体が本来持つ機
能｣ といったとき, 廃棄物による汚染の浄化機能だけでなく, 生態系サービスを始めとするそ
れ自体正の付加価値を供給する機能をも評価するとすれば, その評価対象および評価基準を定
義しなければならない｡ その定義は, 必然的に社会的評価および社会的価値判断を含まざるを




(              ) によって評価することはできない｡ まず, クネーゼらは支払意志額に
基づく評価の有用性を以下のように認める｡
    クネーゼの物質収支アプローチ    
  )     年に行なわれた ｢環境破壊に関する国際シンポジウム｣ においても, ｢環境基準の客観的な基
盤を発見することは, 技術的問題 [               ] ではなく, 社会的問題 [            ]
である｣ と述べている (              )｡  ) この点についても, カップとクネーゼのスタンスは近い｡ カップは社会的費用の問題は結局 ｢社会
的価値｣ と ｢社会的評価｣ の問題に行き着くと考えていた｡ カップは    (    ) で大気汚染, 水
質汚染を始めとする各種社会的費用を貨幣的に評価しようと試みる一方で, 次のように述べている｡
｢このような推定 [社会的費用の貨幣評価] が社会的費用の評価に対する第一次接近としていかに重
要であろうとも, それらの相対的な大きさや意義の最終的な決定は, 社会的評価と社会的価値 (社会
に対する価値という意味で) の問題であると思われる｣ (        ,      訳     )｡ カップのこ
のスタンスについては, ５節で改めて論じる｡
その [支払意志額に基づく評価の] 強味は, 共通測定尺度 (ドル) を用いることができる





その [支払意志額に基づく評価の] 有用性は, (外部性のような) 一般的市場の不完全性
が存在するときには, 限られる｡ なぜなら, 消費者の予算が費やされる可能性のある代替物
の市場における費用が, その社会的費用を反映しないからである｡ したがって, 経済が, 大
きく市場の欠陥という条件におかれているとき, もし資源配分の現状が固定していると考え
ないならば, ある特定の環境変化に対する支払意志額に対して規範的意味が与えられること





となる  )｡ さらに, 支払意志額は当事者の実質所得に依存するため (予算制約として), 環境
の変化が実質所得に大きく影響するときには, 支払意志額は信用に足る価値尺度ではあり得な
くなる  )｡ このように, ｢支払意志額は歪曲され得る｣ (                    ) ものなの
で, 共有資源管理を考える際の評価基準としては適当ではない｡
以上の議論のように, クネーゼらの言う ｢環境のどのような属性に, 人々が価値をおくか,
また, 将来これらの価値における変化を支配するのは何か｣ という問題は, 市場における貨幣
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  ) 環境の貨幣評価を批判し, 岡は ｢根本的な問題は, 市場で価格の付いていない環境の質といった公
共財への人びとの意志支払意志額を知ろうという調査は結局のところ仮想的なものになり, そうであ
れば, 意志支払意志額なるものがそもそも存在するかどうかについて誰もはっきりしたことは言えな
いというところにある｡ これはいかに手法が発達しても解決しない問題である｡｣ と述べている (岡    ,       ‒   )｡  ) この点は,     ミシャンの福祉効果の議論と非常に近い｡ 福祉効果は, 効率性が絶対的基準では
なく, 権利配分に対して相対的であることを指摘し, ｢コースの定理｣ を批判する｡ すなわち, 効率
性を決定する便益・費用の根拠である意志支払意志額 (   ), 受入補償額 (   ) は, 個人の選
好にのみ依存するのではなく, 支払い能力としての実質所得にも大きく依存している｡ したがって,
初期の権利配分に関わらず直接交渉によって効率性を達成できるとする ｢コースの定理｣ は誤りであ




的便益・費用を含んだ) 便益・費用を, 彼らがどのように評価し, どのように配分するかとい
う問題でもある｡ なぜなら, 利害関係者の意志によって判断された社会的評価・社会的価値判
断は, 社会的便益・費用の種類, 大きさを規定し, さらにはそれらの分配のあり方も規定する
からである｡ クネーゼらは社会的評価・社会的価値判断の問題, およびそれに規定される社会
的便益・費用の分配を議論する上で, 制度分析の重要性を主張する｡
制度分析について, クネーゼらは ｢プログラム [マテリアル・フロー分析を通じて環境基準
を導出し, それを実現すること] の実施のためには, ある種の地域的環境管理機関 [                                   ] を, 比較的近い将来において発展させる必要がある｣
(                    ) と指摘し, さらに以下のように述べている｡
現状における強力な制度的利害を調整するインセンティヴの枠組みを, われわれはいかに
して提供できるだろうか｡ また環境破壊の技術的, 経済的局面について, 多様な地域の境界
に適合する制度を, われわれはいかにして整備できるだろうか｡ この制度における代表制の
パターンは, 人間の望ましい目標の達成に最大限に貢献するものであり, また同時に, この








さに ｢流域圏管理機関｣ と同種の制度である｡ マテリアル・フローに基づき, 自然科学的知見
から環境基準を導き, それを最小費用で達成するという経済学的根拠に基づいた課徴金が政策
メニューに挙がっていたとしても, それを適切に実行できる制度がなければ全く意味をなさな
い｡ したがって, ｢自然科学あるいは社会科学の研究をいくら積み重ねても, もしわれわれが
法的, 政治的諸制度を通じた有効な管理プログラムを実行する方法を学ばない限り, 環境破壊
を取り扱うのに役立たない｣ のである (              , 訳    )｡ 言うまでもなく, この
主張は物質収支アプローチの一部として成立している｡ つまり, マテリアル・フローの把握に




しての課徴金 (率) 設定の必要条件は, 第一に, 地域のマテリアル・フローの把握であり, 第
二に, 利害関係者の意志を反映させることであった｡ さらに, 政策実行に際して望ましい制度
は, 上記の二点を実現する機能を備えた地域自治組織 (ルール川水利組合をモデルとした ｢流







次節では, カップについて論じる｡ . K. W. カップの社会的費用論における思想的背景
カップは主著 『私的企業と社会的費用』 (        ) で, 社会的費用の概念を提起した｡
カップによる社会的費用論は, 主流派経済学における環境破壊 (環境汚染問題) へのアプロー





展開である (西林     )｡   年代以降の文献によって, この社会的費用論が累積的因果関係,
実質的合理性, 最小許容限度という概念が背景にあったことを我々は確認することができる｡
以下では, カップの社会的費用論を支えた思想的背景, 累積的因果関係, 実質的合理性, 最小
許容限度を簡単に紹介する  )｡
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細は鈴村 (    ) を参照｡  ) 本節での議論は, 西林 (    ) を基礎とし,       (     ；     ), 山根 (    ；    ；    )
などを参考にしている｡
１. 累積的因果関係
累積的因果関係  ) (                      ) とは, 現象を構成する各要素が互い
に原因であると同時に結果でもあり, 相互依存関係にあることを指す｡ カップは以下のように
述べる｡








として累積的 (非線形的) 変化を引き起こす｡ カップは環境破壊にこの累積的因果関係を見て
いた｡
主流派経済学による外部不経済論は, 環境破壊を社会的限界費用と私的限界費用の乖離とし
て捉え, その乖離を ｢ピグー税｣ あるいは ｢コースの定理｣ によって埋めることで経済学的効
率性を達成することを目的とする｡ この社会的限界費用と私的限界費用の乖離は外部費用と呼
ばれるが, カップの社会的費用も, 定義に関して言えば同一である｡ しかし, カップは外部不
経済論のように外部費用を ｢ピグー税｣, ｢コースの定理｣ によって内部化し経済学を修正しよ
うとするよりも, むしろ社会的費用の概念を提起することによって経済学そのものを問い直そ
うとした (西林     )｡ しかし, カップによれば, 環境破壊は累積的因果関係の性質を持って















ム (            ) をベースにした経済的効率性は目標として望ましくなく, より人間の
生存条件を重視した目標を, 実物ターム (        ) をベースにして示すことの重要性を強


















度とは, ｢最小許容限界とは, 経験的に証明できる基準にもとづき, それ自体が科学的規定の
対象になりうる人間の最大負担限界のこと｣ (              訳    ) であり, ｢人間の生
存達成ならびに生命維持のためには, この限度をこえれば必ず重大な結果が生ずるような平均
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  ) カップの実質的合理性は,   ウェーバーの実質的合理性,   デューイのプラグマティズムから影
響を受けていることが先行研究で示されている (           ；山根     )｡




































ば社会的目標の形成には至らないのである｡ カップによれば, 最小許容限度の役割は, あくま
で実質的合理性の基盤を提供することである｡ この点についてカップは以下のように述べてい
る｡
最小限界 [最小許容限度] が, たとえ, われわれの行為の目標を自動的に決定することが
ないにせよ, 許容限界 [最小許容限度] は合理的な目標探求と目標選択のための絶対的な前




与し, 計画の過程に [実質的な] 合理的基礎を与えるのである (              訳    )｡
社会的選択・集合的意思決定において, 最小許容限度それ自体が政策目標となるのではなく,
政策目標およびその社会的な優先順位を決定する判断材料を提供するに過ぎないということで
ある｡ 繰り返しになるが, 最小許容限度と, それによって提供される情報に対する社会的評価
・社会的価値判断の両方によって実質的合理性は成り立つことになる  )｡
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  ) カップはこの最小許容限度ができる限り最小の費用で達成されるべきだと主張する｡
もしこの点 [最小許容限度が重要な基準であること] が認められるならば, ひとたび一致をみた
社会的最低限 [最小許容限度] を維持することは, 文字どおり技術的な問題となる｡ こうした技術
的問題は, 経済問題と違って, 最小の資源消費で成果を達成する原則に合致する点で最適手段の選
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・














許容限度によって提供される｡ カップは, 自然科学的知見にもとづいた最小許容限度と, その
社会的評価・社会的価値判断を通じた合意形成を提起することで, 実質的合理性に接近できる






ーゼの環境評価および経済学的効率性への諦めは, 環境破壊の相互依存性および ｢累積的 (非
線形的)｣ 性格を認識していたからに他ならない｡ クネーゼは次のように述べている｡ ｢……外
部不経済は, 人口が少なく, 経済的に発達していない状況では, 量的に無視可能であるが, 人
口の増加と生産水準の増大と共に (つまり, 自然の希釈能力と浄化能力の容量が使い果たされ
るにつれて), 累進的 (非線形的) に重要なものとなっていく｣ (                   ),
















される｡ したがって, 政策目標と政策手段を決定・実行する政策主体・組織は, マテリアル・
フローと, 利害関係者の意志という次元の異なる２種類の情報を集約し, 分析する機能を有し























を共有している｡ 出発点とは, 環境 (貨幣) 評価の不可能性であり, 着地点とは, 制度分析で
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  ) 本稿および西林 (    ) で示したとおり, 環境破壊の素材的特性を真摯に受け止め, 環境破壊によ
って顕在化した経済学の意義と限界の探究に取り組み続けたカップとクネーゼが, 経路や方法論は異
なるにせよ, 環境評価の不可能性を前提とし, 最終的に制度分析の重要性に辿り着いているという点
は興味深い｡ ｢ピグー税｣ や ｢コースの定理｣ を処方箋としてきた主流派環境経済学は, 環境評価を
その研究の主要テーマとしてきた｡ 環境の便益や損害が測定できるならば, 発生した外部不経済を正
確に内部化することだけが研究課題となり, 極端に言えば, ｢ピグー税｣ と ｢コースの定理｣ 以外の
処方箋を必要としなくなる｡ 一方で, 環境評価そのものに対して問題提起を行なう研究も少なくない｡
それらの問題提起を受け止め, 改めて環境経済学について考えるとき, カップやクネーゼは, ヒント
となり得る議論を示していると言える｡ 環境問題が抱える素材的特性に改めて目を向け, それによっ
て主流派環境経済学の前提を問い直すことは, 環境経済学の多元性に貢献することを意味する｡ 今,
環境経済学説史研究に取り組む意義の一つは, この点にある｡ 環境経済学説史における, 環境評価の
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